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Q＆A 

患者からのカルテの写真撮影希望に対して、どのように対応したらよいか？ 

 

 

Q．ここのところ、当院では、患者が「診察中にカルテをスマートフォンで写真撮影してよいか」

と尋ねてくることが増えています。患者からのカルテの写真撮影希望に対して、どのように対

応するのが良いでしょうか。 

 

Ａ．原則として、撮影ツールを問わず、写真撮影は禁止とした上で、カルテの写しを交付する等

のカルテ開示手続をとることが望ましいといえます。 

 

 

【解説】 

まず、カルテには、患者の氏名や住所に加えて健康情報が記載されていることから、その記

載内容は「要配慮個人情報」に該当し、法律上、その取扱いには「特に配慮を要する」とされ

ています（個人情報の保護に関する法律第２条第３項）。また、カルテに記載された内容は、

身体や健康に関する情報としてプライバシー性が高く、患者の人格的利益として法的保護の

対象になります。患者が、原則としてカルテを自由に開示請求できるとされているのも、カル

テに記録されている内容が自己の個人情報である以上は、当該情報を自らコントロールでき

るという考え方に基づきます。 

一方で、医療機関は法律上、カルテの保存義務を負うことから（医師法第２４条２項）、カ

ルテを物理的に管理する権限および義務は医療機関に帰属するといえます。そして、カルテへ

の記載事項が定められている（医師法施行規則第２３条）ことからしても、記載内容の正確性

や真正性が担保された状況で保存する必要があると解されます（なお、電子カルテ保存に関す

る 3 要件については「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン 第 6.0 版」（厚生

労働省）1）およびコラム「医療記録をスキャンした場合、紙の原本を破棄することは可能か？」

を参照）。 

また、医療機関は、自らの施設内の秩序を維持するための管理権限を有しているため、施設

内の患者等の行動を一定程度制限する権限もあるといえます。 
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その上で、スマートフォン等による写真撮影の場合、患者が希望するカルテの一部分につい

てのみ撮影がなされ、かつ、当該部分のみが患者の下に保管されるということが生じます。こ

のように一部を抜粋されると、実際の診療経過に基づいて一連一体として記録された内容が

断片的になってしまい、記載内容の正確性や真正性に誤解が生じうる、というリスクが考えら

れます。 

また、医療機関が主体となってカルテ開示を行うこととは異なり、撮影する主体が患者にな

ることから、撮影範囲が恣意的になり得、状況によっては他の患者の個人情報や診察室内の状

況が写り込んでしまうという可能性も否定しきれず、その結果、医療機関が情報流出等の管理

責任を問われるということも生じかねません。 

さらに、実際にどこまでの範囲で撮影されたかといった確認や検証が難しいというほか、紙

媒体等と比較して SNS に流出する可能性が上がる等のリスクも考えられます。 

 

これらをふまえると、スマートフォン等による撮影は、抜け漏れにより断片的になったり誤

解により正確性に欠けたりといったおそれがあるため、医療機関としては、網羅的かつ正確な

記録を本人に開示するためにカルテ開示 2）の手続きをとる（カルテの写しを交付する等）と

いう方法を、原則として選択するべきでしょう。 

また、この方法をとることにより、行為主体が医療機関になることから、他の患者の個人情

報等が漏洩することの防止にもつながると考えられます（ただし、当然の前提として、開示の

際には他の患者の個人情報が含まれていないか確認することが必須です）。 

加えて、医療機関自身が開示していることから、どの範囲まで開示したかの確認も容易にな

り、万が一流出した場合への備えにもなるといえ、この点からも上記方法が望ましいでしょ

う。 

もっとも、上記のように、カルテに記載された情報自体は患者の個人情報であり、患者がコ

ントロールできる、すなわち閲覧や開示を求めることができる情報であることもまた事実で

す。そのため、医療機関は、患者が自身の情報として閲覧や開示を求める権利を認めつつ、上

記のリスクに対応する方策を想定しておく必要があります。そこで、原則としてはカルテ開示

の手続きをとるという対応をとりつつも、例外的に、写真撮影する理由を確認し、かつ、撮影

対象と範囲を限定したうえで医師の許可を得た場合（たとえば、自己の血液検査の結果のみを

今後の健康状態の把握のために保管しておきたい場合や翌日にセカンドオピニオンを受ける

ために検査結果を保存しておく緊急性が高い場合等）に限り撮影を認めるといった対応も、状
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況次第ではとりうるといえるでしょう。そして、医療機関としては、例外的に写真撮影を認め

た場合、患者がどの範囲で何を撮影したかを記録に残しておくとよいでしょう。 

その上で、上記の実効性を確保するために、この例外的な場合の対応について、院内での対

応がまちまちにならないように院内ルールを策定し、職員間で対応を統一しながらこれを徹

底することや「院内における写真撮影は禁止します」との掲示をすること（既に掲示をしてい

る場合には上記の例外をふまえた運用を見直すこと）も、トラブル回避のために役立つ方法と

考えられます。 
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